
令和７年度第１回火災予防の実効性向上検討部会 議事要旨 

１ 開催日時 

  令和７年７月31日（木）15時00分から17時00分まで 

 

２ 場所 

  中央合同庁舎第２号館 地下１共用会議室 （WEB 会議併用） 

 

３ 出席者 

 ⑴ 委員 

   関澤座長、木作委員、中川委員、水野委員、森山委員、河井委員、 

北野委員（木村氏代理出席）、照屋委員（兼城氏代理出席）、萩原委員、 

増沢委員（山本氏代理出席）、松岡委員、山田委員 

 ⑵ オブザーバー 

   全国消防長会 事業部 

一般財団法人 日本消防設備安全センター 

 ⑶ 事務局 

   消防庁 渡辺予防課長、奥田違反処理対策官、辻係長、安田事務官、 

延安事務官、中西事務官  

 

４ 配布資料 

  資料１   火災予防の実効性向上検討部会 開催要綱（案） 

資料２―１ 関係者不在施設における防火安全対策の実効性確保に関する検討    

について 

資料２―２ 新たな技術を用いた防火安全対策について 

資料３   高度・専門的業務における広域連携に関する検討について 

資料４   検討スケジュールについて 

参考資料  関係者不在施設における法的責任について 

 

５ 議事 

 ⑴ 火災予防の実効性向上検討部会 開催要綱（案）について 

⑵ 関係者不在施設における防火安全対策の実効性確保に関する検討について 

⑶ 高度・専門的業務における広域連携に関する検討について 

 

６ 主な意見交換（○:委員、●:事務局） 

⑴ 火災予防の実効性向上検討部会 開催要綱（案）について 

● これまで火災予防の実効性向上作業チーム会議については、要綱の定めがな

かった。このため、新たに開催要綱を定め、「予防行政のあり方に関する検討

会」の部会として開催していくもので、部会の名称についても「火災予防の実

効性向上検討部会」とすることとしたい。 

〇 意義なし。 

⑵ 関係者不在施設における防火安全対策の実効性確保に関する検討について 
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○ 関係者不在の施設における防火安全対策の実効性について、対象物の把握の

あり方、ハード面とソフト面を併せた対策のあり方、警備会社も含めた関係者

の駆け付け等のあり方、現場に到着した消防職員への情報伝達のあり方の４点

が課題であると認識している。 

● 事務局としても対象物の把握のあり方について課題であると認識している。

また、関係者が不在になる中で、通常の防火対策に加えて利用者の安全を確保

するための対策や消防隊への情報伝達のあり方についても検討したい。 

○ 障害者グループホームでは、提供しているサービスの種類により、夜間の職

員の常駐が必須ではなく、巡回しているパターンもある。この場合も夜間不在

施設として含まれるのか。また、このようなパターンであれば比較的早く連絡

が取りやすいが、遠隔で監視している場合では火災時の対応は変わってくると

考える。 

● 一時的に不在となる場合も含めて検討を行いたいと考えている。業態等によ

り危険性は異なるため、それぞれの特性を踏まえ防火安全対策の検討を行って

いく。なお、火災発生時の初動対応は重要であり、比較的早く駆けつけること

ができても、常駐と比べて対応が遅れることになるため、このような要素も含

めて検討したい。 

○ 駆けつけ対応について、火災時に対応できないアルバイト従業員等ではなく、

一定の資格を持つ者や防火に関する講習等を受けた者が対応することについ

ても検討が必要であると考える。 

● そのようなことも含めて検討していく。 

○ 資料２－１の８枚目で、再発防止策として４点挙げられている点の詳細につ

いて紹介いただきたい。 

● １つ目の清掃頻度の見直しについては、１週間当たりの回数を増やし、清掃

項目を追加したこと。２つ目と３つ目については、スタッフが店舗を巡回する

ときに定期点検や機器の操作案内をするもの。４つ目の自動検知システムの導

入については、中長期的な対策として導入ということであるが、実際に導入さ

れているかの確認は取れていない。 

○ これらの対策が（同系列の）他の店舗に普及していくことを考えると、適切

な対策であったか検証が必要と考える。 
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○ 消防法上、防火管理者の常駐義務はないということだが、初動対応の義務は

誰にあるのか。 

● 防火管理者の作成する消防計画において、初動対応について計画することに

なっている。 

○ 消防計画においては、火災発生時に誰が、どこで、どのような対応を行うか

が明確にされていることが重要であり、単に関係者が近くにいるか否かではな

く、実効性のある初動体制が構築されているかが問題ではないか。また、初動

体制の基準が定められていないのであれば、まずはそこを明確にする必要があ

るのではないか。消防計画に記載された内容に基づき、実行可能な体制を構築

できないのであれば、防火管理者の責務を果たしたことにはならないことにつ

いて明確にする必要がある。 

● 御指摘の点と関連して、資料２－１の９ページ及び９ページ以降で、「旅館・

ホテル等における夜間の防火管理体制指導マニュアル」を紹介している趣旨を

補足させていただく。現状では防火管理の水準や項目が具体的に定められてい

ないが、当該マニュアルにおいては、避難安全等についてソフト面だけでは一

定の水準に達しない場合には、ハード面での補完（スプリンクラー設備の設置

等）を求めている。事務局としては、このような方策も視野に入れている。こ

のような方策の必要性や講ずべき対策の範囲などについて御意見をいただき

たいと考えている。 

  また、参考資料では、刑事事件の判例における過失の判断ポイントを示して

いる。防火管理の水準や項目が現状では具体的に定められていない中で、実際

の裁判ではどのように過失が判断されたのか、どの程度の対策が社会通念上求

められるかということを議論の参考にできないかという趣旨である。今後さら

に判例を収集・整理し、用途ごとに求められる対策のポイントを整理したいと

考えている。 

○ 参考資料の意味が理解できた。なお、刑事事件の過失の判断については、火

災予防の面では素人である裁判官から見たものであり、消防の専門家から見て

違和感があれば必ずしも判例に縛られる必要はないと考える。また、関係者が

不在かどうかということではなく、関係者が計画に沿って対応できる体制かど

うかが本質的な課題である考える。 
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○ 資料２－２に記載された新たな技術とは、推奨なのか、関係者への情報提供

を目的としたものなのか位置づけを教えていただきたい。 

● 資料に掲載している新たな技術については、関係者不在施設における初動対

応を補える可能性があるものを例として紹介している。消防庁として正式に推

奨するかどうかは今後の検討によるが、現時点では消防庁ＨＰの技術カタログ

に掲載することを想定している。 

○ 消防法は、特に就寝施設とか、避難困難者がいる施設では、関係者不在とい

うのはないことが前提で作られていると思う。基本的には、施設にいる管理者

が初期消火、避難誘導、通報を行うことが前提であるが、これが成り立たない

施設が出てきている。今回の検討部会は３回想定しているということであるが、

今回の実態把握や課題の抽出が一番重要である。徐々に実態が見えてきて、社

会的には許されないものもあるのではないかと思うが、規制緩和の中で許され

てしまう面がある。火災の予防の観点から、法令改正やある程度の設備を設置

させるような段階にきているのではないかと思うので、そのような議論をする

べきである。また、関係者不在施設における火災事例からあぶりだされた問題

点について、もっと深く探るべきである。加えて、消防法の建付けとして、基

本的には関係者が対応することを前提にしており、そこをＩｏＴで補完すると

いうことに簡単に流れるべきではないと考える。 

○ 施設ごとに防火管理のあり方は変わると考える。消防法は、当然に人がいる

前提で作られたが、人さえいれば何とか初動対応ができるため、法令上要求さ

れる水準のようなものは決められてこなかったのだと考える。また、従業員は

日本語が話せる前提で考えられてきた。その前提が崩されてきている中で、ど

こから考え直すかというときに、各施設の用途ごとに防火管理のあり方が違っ

ており、ある程度の能力がある者を配置しなければいけない施設もあれば、い

なくても何とかなる施設もあるかもしれない。その違いを消防計画のあり方を

チェックしていくという中で消防が個別に指導していくということに落ち着

くのではないか。 

● 事務局としての基本スタンスであるが、消防法が関係者不在でも客商売が成

り立つことを前提としていたとは考えておらず、火災予防の観点から現状に一

定の歯止めをかける必要があるのではないかと考えている。一方で、社会的に



 

 -5- 

は人手不足や省力化のニーズが高まっており、こことのバランスを取ることが

悩みどころである。仮に現状に一定の楔を打つ場合、これまで明確化されてい

なかった部分を明文化する必要があり、今年度中にある程度考え方の整理がで

きたとしても、具体の取組まで取りまとめるのは厳しいのではないかと考えて

いる。冒頭でも申し上げたとおり、まずは、どうあるべきなのかということを

議論していただいて、それを実行に移すための議論は、また次のステップと考

えている。また、今回紹介した判例は、過失のポイントから防火管理の最低限

の相場観を見出すことを目的としているが、建物の用途や規模によって社会通

念上の要求も異なるようなので、施設によってとるべき対応も整理する必要が

あると考えている。このような観点から判例の整理の仕方も考えていきたい。 

○ 基本的なスタンスのほか、歯止めをかけるための一定のラインを示すために

判例や火災事例を積み上げていくということについて理解できた。 

○ 障害者グループホームで不在になることが本当にあるのか。 

○ サービスの形態によっては、職員が不在となるケースもあると認識している。 

○ １つの生活空間には、夜間必ず１名職員がいると思っていたが、不在になる

場合があることが個人的に気になった。また、施設を利用する側が、その防火

体制の不備を認識しながら使用している場合の使用者責任についても整理す

る必要があるのではないか。ここを整理することで、対策の線引きが見えてく

るのではないかと考える。 

● 昨年度の関係者不在の宿泊施設に係る検討で、利用者が施設の防火体制など

の実態を事前に理解できるよう、予約時点で情報提供する対策も盛り込んだと

ころである。今後も利用者が状況を把握した上で、施設を利用できるようにす

るという考え方をベースに検討を進めていく。 

○ グループホームは１つの生活空間で９人につき１人、夜間もいなければいけ

ないということになっているのではないか。 

○ それは高齢者のグループホームの場合であり、障害者の場合は異なる。障害

者のグループホームは大きく３つの型があり、そのうち１つは夜間１人以上配

置することになっているが、残り２つの型は、夜間は人員の基準がなく、必要

に応じて１人、夜間つけるという場合には夜間人員の点数をつけて、そこに人

件費を出す対応をされているため、施設によっては巡回型で対応することもあ
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るようだ。 

⑶ 高度・専門的業務における広域連携に関する検討について 

〇 議論するにあたり、どのような課題があるのか、これまでの取組はうまく進

んでいるのかなどについてもう少し整理し、次回以降、論点を明確にしてほし

い。 

● 現時点の課題としては、小規模な本部の技術力不足や人材育成などがある。

連携・協力を行うことによって解決できればと考えているが、連携・協力に係

る課題については今後さらに調査し、次回以降示したい。また、これまでの取

組については改善すべき点が定まっているわけではないが、見直しを行うこと

で問題点の解決に繋がるかもしれないと考えている。 

〇 広域化、連携・協力について大規模本部にとってメリットは少ないが、小規

模本部を支援する中で、人材育成に繋がる部分はある。火災調査の分野では、

アドバイザー派遣制度のような仕組みがないため、同様の制度を構築するべき。

なお、当消防本部の場合、火災調査においては現場での支援が年に数回程度あ

るが、立入検査や違反処理に関してはそのような実績はない。 

〇 府消防長会予防部会として連携・協力を行っており、指令共同化の際に予防

業務システムを含めたシステム関連の広域化を検討したが、様々な事情により

実現には至っていない。なお、火災調査の分野では、他本部と共同して研修会

を開くなど交流を図っている。 

〇 火災調査の保有機材について、県内の本部間で差がある。県内の応援協定に

基づき比較的規模の大きな本部が近隣本部の資機材支援や技術支援を行って

いるが、当市への応援依頼は、年間１～２件程度であり、小規模な本部が応援

を依頼することに対してハードルを感じていると思われる。また、例えば、製

品火災ではＸ線透過装置を使用する、自然発火が疑われる事案では熱分析装置

を使用するなど、機材運用について統一的な指標が示され、高度資機材使用の

必要性を明確化することにより、連携・協力の活発化に繋がるのではないか。 

● 事務局としても、連携・協力を行うにあたり、困っている本部が応援を要請

することに難しさを感じてしまう点について課題と感じている。 

〇 実例として、アドバイザー派遣制度を活用し、小規模本部と共同で立入検査

や違反処理を行った事例がある。火災調査においては、県内の消防相互応援協
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定に準じた形式により、当消防本部が所有するⅩ線透過装置等を使用し、鑑識

を行うなど合同で火災調査を実施している。なお、協議会を設けて来年度から

指令の共同運用を開始するが、契約や運用に係る業務負担は大規模本部に偏っ

ている。特に契約事務については負担金形式で各本部から支払う仕組みを構築

したが、この事務処理に係る負担が大きく、大規模な本部のメリットが少ない

と感じる。一方、予防業務の連携・協力については労務負担があるかもしれな

いが、契約事務に係る負担については、あまり関わりがないかもしれない。  

● 事務局として、現状の高度・専門的な予防業務体制には課題があると認識し

ている。実態として、救急需要のひっ迫等により、救急体制に人員が割り当て

られ、予防業務体制が薄くなってしまうことが懸念される中、これまでの支援

体制の見直しや、事務の効率化等も行いながら、体制確保していく必要がある。

また、大規模本部側にメリットが少ない点についても、応分の負担にできるよ

うな仕組みの検討が必要と考えられる。本日ご発言いただいた消防本部の実情

も踏まえて、課題や論点を明確に整理していきたい。 

以 上   


